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講義 2「効果的な情報連携による状況認識システム」 

井ノ口 宗成（新潟大学 災害・復興科学研究所 助教） 

 

1.東日本大震災の概要 

 2011 年 3 月 11 日午後、東北地方太平洋沖地震が起きました。ほぼ日本全国どこでも揺

れが感じられ、かなり長い期間にわたって津波注意報・警報が出た災害でした（図表１）。

発災半年後の発表では、死者が 1万 6000 名弱、行方不明が約 4000 名になっています（図

表２）。半年を過ぎてもまだ行方不明者数が確定していないことから分かるように、かなり

長い期間、被害の状況が確定できませんでした。 

 さらに、複合災害であったこともあり、被災地がかなり広域でした。青森県の南から東
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京辺りまで 8 都県にわたって、230 を超える区市町村に災害救助法が適用され、生活再建

支援法の適用範囲はそれを超える形でした（図表３）。これは、大多数の自治体が被災し、

災害対応が求められたことを表していると思います。 

 また、避難者が全国に散らばったという実態もありました。消防庁の発表によると、全

体で 56 万人弱が何かしらの避難行動を取ったようです。各自治体が発表した避難者受け入

れ人数を見ても、北は北海道から南は沖縄まで、全国で避難者を受け入れています（図表４）。

避難者は主に岩手県、宮城県、福島県から避難してきていました。 
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 さらに、大津波が襲来しました。図表５は宮古市を襲った津波の様子です。津波が襲っ

た一帯は建物も道路も流されてしまい、一面、泥まみれの平らな場所になりました（図表６）。
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大槌町では、多くの建物が倒壊・流出し、がれきだけが残りました（図表７）。さらに、本

来あってはならないことですが、南三陸町では防災センターが津波で被災するという自体

に陥りました（図表８）。 

 震災後、応援隊員が各地域に赴き、さまざまな対応を実施しました。信号が動かないの

で警察が道路の交通整理に当たったり、自衛隊は現場に宿営地を確保して、さまざまなサ
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ービスを後ろから支えていました（図表９）。さらに被災地のガソリンスタンドでも被災者

あるいは災害対応従事者のために活動を必死に続ける姿が見られました（図表１０）。陸前

高田市では 2 カ月以上たった後、被災者が仮設住宅で生活を始め、行政も実は仮設の庁舎

で対応していました（図表１１）。現場に行くといろいろな状況が分かりますが、なかなか

全てを知ることはできません。特に大きな災害になると、このような実際が外部からでは

なかなか見て取れないところが大きな課題だといえます。 
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2.「情報認識の統一」 

 効果的な災害対応を実現するための 重要ポイントは、状況認識を統一することです。

災害対応をうまく回し、災害対応を応援するといった後ろ側のことがよく議論されますが、

そもそも災害対応に当たるには、きちんと計画を立てることが重要です（図表１２）。その

ためには、状況を把握して実際の課題をつかむ必要があります。目の前にある課題にただ

ひたすら対応するのではなく、全体でどのような状況や課題があり、どのような対応の可

能性があるかを考えなければいけません。それを支える仕掛けが「状況認識の統一」です。

アメリカでは COP（Common Operational Picture）という言葉が使われています。 

 まずは、被害の状況、組織を取り巻く外的状況を把握する必要があります。情報センタ

ーやマスコミ、関連機関から情報を集めることはよく行われますが、もちろんこれだけで

は足りません。もう一つ大切なのは、自身の組織の中でどのような被害があるのか、ある

いはどのような対応をしているのか、裏を返すと、今どのような資源が使えるのかを把握

することです。被害が大きく対応資源がなければ、全ての課題に対応することはできませ

ん。課題と対応資源をうまく照らし合わせながら、状況を考え、 善策を検討しなければ

いけません。 

 

3.中越沖地震における地図作成班の設立 

 状況認識の統一を図る も効果的な方法は、地図による可視化だといわれています。2007
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年の中越沖地震で、われわれは地図作成班（Emergency Mapping Center）を立ち上げて、

災害対応におけるさまざまな状況の可視化を行ってきました。 

 当時、新潟県の泉田裕彦知事から「災害対応の状況を分かりやすく地図化できないか」

という要請があり、それに応える形で、産官学民の協働による「新潟県中越沖地震災害対

応支援 GIS チーム」が編成されました。災害対策本部のすぐ隣に地図作成班の活動拠点を

置き、さまざまな要請に応える形で状況の可視化を行ってきました（図表１３）。発災 3 日

後の7月19日から本格的な活動を開始し、約1カ月間に200種類ほどの地図を作りました。

デジタル地図の作成は、わが国では初めての試みでした。 

 災害対策本部は大抵の場合、たくさんの紙であふれ返っています（図表１４）。そこでわ

れわれは、ファクスや手書きのメモ、あるいは印刷されたものなど、さまざまな紙資料を
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基にエクセルベースで整理された中間ファイルを作り、それを地図に落とし込みます。す

なわち生データから整理して地図にするという一連の流れをとりました。 

 中越沖地震で一番着目されたのは通水復旧図でした（図表１５）。これは、どこに水が戻

ったのか、どこまで水が行き渡っているのかということを、日ごとに可視化した地図です。

これを避難所情報と重ね合わせると、多くの避難者がいるのにまだ水道が復旧していない

地域があるという新しい課題が見えてくることで、次の対応方針が決まっていきました。 

 当時の様子をご紹介します（図表１６）。災害対策本部で映写機を使って地図を照らし出

し、状況を把握し、どのような課題があるのかということを考えました。右の写真の中央

部におられるのが知事で、周りを囲んでいるのはマスコミです。社会や被災者に現状を伝

える際にも地図が使われたと聞いています。 
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 当時作られた地図をカテゴリーで分けてみました（図表１７）。われわれからトップダウ

ンで「こんな地図が要るのではないか」とお示ししたものは少なかったのですが、現場か

ら「このような地図が欲しい」と言われ、通行止め図、通水復旧図、農業用水復旧図、避

難状況図などをたくさん作りました。 

 このように、中越沖地震では、災害対応に当たるために現状を理解・共有するために、

地図が非常に有効であることが分かりました。 

 

4.東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チームの活動 

 そうこうしているうちに、2011 年に東日本大震災が起きました。このときは非常に広域

にわたって被害があり、揺れだけではなく津波も発生し、沿岸地域では液状化が多数見ら

れました。さらに放射能漏れの事故もあり、複合災害になりました。このため、対応組織

が複数県にわたり、被害の全容把握は非常に難しかったのです。そして、たくさんの組織

や対応者がそれぞれ対応に当たっていて、現状がなかなか見えづらいという問題がありま

した。 

 一方で、全国規模で地図作成に当たる必要性がありました。近年、インターネットが非

常に進んでいます。ひとたび災害が起きますと、さまざまなところからさまざまな情報が

発信されます。そうして乱立する情報は取りまとめていかなければ発散するだけです。ま

た、2007 年以来、意思決定機関への情報提供には、情報を取りまとめて可視化することが

非常に重要だということが分かっていました。もう一つ、状況をただ追い掛けているだけ

                             

１７  



10 

では後追い型の対応になってしまうので、これから起こり得ることの把握、見えていない

状況の可視化が非常に重要でした。 

 このようなことを実現するべく、われわれは東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム

（EMT：Emergency Mapping Team）を発災翌日に立ち上げて、内閣府の防災担当の協力を得

ながら活動を開始しました。翌日の朝 10 時に内閣府に行き、「このような支援をしたい」

と説明したところ、受け入れていただくことになりました（図表１８）。当時は特別会議室

を活動場所として提供いただきました。状況が見えない中で、なかなか情報も集まってこ

ず、混乱が続く状況でした。それでも、地図を作るには基盤図が非常に重要です。そこで、

われわれはまず関係機関と調整して基盤図を調達し、情報を地図上に可視化するため、ま

ず必要 低限の情報を集めることから始めました。 

 その後、ホームページを作り、各機関からいただいた情報を基に可視化する活動を続け

ました。そのうち、内閣府や国交省からさまざまな相談を受けるようになり、そのリクエ

ストにお応えする形で、今の状況や今後想定される状況を可視化していきました。1 カ月

半後に撤収するまでに 500 枚の地図を作り、約 280 人日の労力を費やしました。 

 このような地図は、単純に情報をもらって可視化するだけでできるわけではありません。

組織として活動を支えるためには技術や機材だけではなく、どのような人を集めてきて、
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どのように仕事を割り当て、どう運営するかが非常に重要になります（図表１９）。技術論

だけで話をしていると、つい組織については忘れがちですが、人と接する部分で相談業務

があり、地図を実際に作り、外に配信するという仕事がありますし、コンサルティングや

情報処理をすることもあります。現場のニーズを把握する場所も必要です。実際に紙を印

刷したり、情報を共有したりするための機材調達、資金調達、関連省庁との調整など、そ

れぞれの役割があって EMT は成り立っています。当時は米国からも支援をいただきながら、

大きな組織体として運営していました。 

 会議室に人がたくさん集まり、入り口に看板や人目を引く地図を張っていました（図表

２０）。この部屋は関係省庁の皆さんが自由に入ってきて、どのような地図があるか、どの

ようなニーズがあるかということを話す場にもなっていました。実際に、かなり多数の人
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がやって来ます。 初は閑散としていましたが、ニーズが増え、必要性が認められ始める

と、対応する人も大勢必要になり、一時期は部屋に入りきらないほどの数になりました（図

表２１）。もちろん、これは研究者だけで成り立つわけではありません。各種の企業、ボラ

ンティアや NPO の支援を受けながら実現した活動です（図表２２）。 

 地図と聞くと、紙に印刷された地図をイメージされることでしょう。印刷された地図は

手元に置けて、書き込むこともできますし、いろいろと見ていく上では便利かもしれませ

んが、広域災害において、ある部分にズームしたり、柔軟なニーズに応えられるかという

と、なかなかそうはいきません。 
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 そこで EMT では、ウェブ上に三つの形で情報を配信しました（図表２３）。一つ目は「静

的 MAP カタログ」で、この箱にきちんと収まっているような、いわゆる紙に印刷できる地

図です。PDF 形式でわれわれの成果を配信し、皆さんがダウンロードし印刷できるように

しました。二つ目は「動的 MAP」です。ウェブの GIS 基盤の上で自由に情報を重ね合わせ

たり、新たに加工することができる図です。われわれが作った地図の基となっているレイ

ヤや作り上げた地図そのもののある部分にズームしたり、あるものを重ね合わせたり消し

たりということが自由にできます。三つ目は、当時重要視されていた「道路通行実績マッ

プ」です。カーナビの移動に関わる情報を集めてきて、実際にどの道を通れば目的地にた

どり着けるのかということを見えるようにしたものです。実際のカーナビから連続して位

置情報のログを取得し、それらを統合することで通れたルート情報として公開しました。 

 そのときに重要とした概念がマッシュアップという方法です。ある専門的な目的で作ら

れた情報はさまざまありますが、本来の目的とは違った見方や独自の思いで情報を集めて

きて重ね合わせてみると、新たな知恵や発見が生まれます。そのように、情報を重ね合わ

せたり、取りまとめたり、組み合わせて新しいものへと進化を遂げる方法をマッシュアッ

プと呼んでいます。これを実際に地図の上でやることが非常に重要でした。 

 われわれがつくれる情報はわずかですが、世の中には何億人という人がいて、それぞれ

の方法でさまざまな情報を公開しています。こうして発信される情報量は、われわれ数十

人の組織体がつくる情報量とは比較にならないほど多いので、そのような情報とわれわれ

が作成した情報、世の中に出ていない未公開の情報をうまく組み合わせて、それぞれの目
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的に応じた地図を作ってきました（図表２４）。 

 災害対応では、発生した被害に対してどのような方針を立て、どう対応し、その結果ど

のように状況が変わり、次にどのような対応をするのかを決めます（図表２５）。しかしな

がら東日本大震災は大規模複合災害であり、なかなか状況が見えなかったため、実被害の

情報自体が上がってこないこともありました。そこで、EMT が も重視したのが、起こっ

ているであろう被害を先読みすることです。つまり、実被害が見えない部分は推定被害で

補い、先読みして対応を考えるのです。そのようなことが可能なのかと疑問に思われるか

もしれません。しかし、皆さんもよくご存知の通り、平時から幾つかのシナリオを作成し、

どのような人がどれくらい住んでいるか、どこにどのような建物があるという情報を使っ

て被害想定をしています。従って、仕組みをうまく使い、何種類もあるシナリオから、実
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際に観測された情報を制約として一つのシナリオに落とし込むことで、推定被害を立てる

ことはできるはずです。実際に情報が上がってくるまでは、それを参考にして対応に当た

れば、非常に早い対応ができるのではないかと考えました。 

 その実例を一つお示しします（図表２６）。発災から 2～3週間後、国土交通省から「災害

復興公営住宅を造りたい」と言われ、どうも予算だてを行なわなければいけなかったそう

ですが、実際に災害復興住宅に必要な建物数を推定したいという話が来ました。もちろん

被害は見えていません。全壊家屋数も分かりませんし、どれくらいの方が亡くなったのか、

高齢者がどのくらい居られるかかということも分からない状況で、いきなり必要な復興公

営住宅数を知りたいと言われたのです。そもそも被害が分からないので作ろうにも作れな

いわけですが、そう言っている間に時間だけがどんどん過ぎていきます。そこで、考えら

れる可能性を議論しながら、 も可能性の高い推定値に落とし込んでいきました。 

 津波が 10m くらいの高さで来たという検潮計情報を聞いていたので、まず 10m 以下の地

域を標高の情報から切り出しました。その中に建物がどれくらいあったかは分かるので、

10m 以下の地域は恐らく水に漬かっているだろう、差分を取っても 5m 以下の地域は破壊さ

れている可能性が高いだろうと推測し、標高が 5m あるいは 10m よりも低い地域を取り出し

て、それに建物の場所を重ね合わせることで、どれくらいの数の建物が被災しているかと

いう推定を行いました。これを基に、建物の全壊数に対してどれだけの復興公営住宅が求

められたかという過去の情報から推定式を作り、今回の推計を地図に落とし込みました。 
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 また、原子力発電所が爆発する前に作った地図もあります（図表２７）。避難指示を出す

ことは簡単ですが、そこにいる人数、それらの人を逃がすのに必要な資源を考えるために

作ったものでした。原子力発電所の爆発事故前から、第一原子力発電所の 20km 圏内には 2

万 8000 棟ほどの建物があり、一世帯平均人口が 2.5 人ほどで、約 6万人が暮らしていると

いう数が見えていました。第二原発の 10km 圏内には 9000 棟があり、2万 7000 人ほどが避

難の対象になると推測していました。 

 また、紙の地図で出来上がった既製品もウェブ上で公開し、いろいろな人がそれぞれの

目的で使えるようにしました。例えば、通行実績と避難所の状況を重ね合わせると、どの

避難所に道が通っているのか、どの地域には道路が通っていないのかということが見て取

れます（図表２８）。通行実績はカーナビ関係機関が、避難所情報はわれわれが作った情報」」 
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ですが、所有機関を超えたようなものも空間情報であればウェブ上で重ね合わせができま

す。この地図上で道路が通っていないとされていた場所は、実際に通っていなかったそう

です（図表２９）。三日三晩物資が届かなかったと、後から聞きました。この状況がもっと

早く見えていれば対策が打てたかもしれません。状況の見える化は非常に重要でした。 

 

5.広域災害対応における地図化の過程 

 当時、現場ではたくさんの地図が作られました。災害発生直後では、今どういう状況に

あるかということが見えないので、推定に頼らざるを得ませんでした。そのため、それに

関する地図を作ってほしいというニーズが非常に多かったのが実態です。図表３０は冒頭に

述べた 500 枚の地図からカテゴリーを抽出し、日ごとにどのようなニーズがあったのかと

                             

２９  

３０  



18 

いうことを可視化したグラフです。推定に関する地図は初期の 1週間弱に集中しています。

1 週間ほど経つと、様々な情報が上がってきて、マスコミの情報も含めて、状況が見えて

くるので、わざわざ確実な精度の高くない推定に頼る必要はなくなります。そうして徐々

に実被害の情報に置き換わっていき、それを基にして対応に当たるようになっていきます。 

 実際に今、皆さんに「地図を作ってください」と言っても、どのような地図を作ればい

いのか分からないでしょう。ハザードの情報を知りたい人ももちろんいますし、どう津波

が来たか、どう揺れたか、どう液状化が起きたのかということを知りたい方もいます（図

表３１）。あるいは、どこにどれだけ人がいるか、どれだけ建物があるかということを知り

たい人もいます。それらのニーズに対して、住宅地図や国勢調査のデータのように公開さ

れているものを組み合わせるだけで、ある種の被害を推定した地図ができる可能性が見出

せました。被害が見え、災害対応従事者がどう対応したかということが見えてくれば、そ

の比較から残っている課題や対応が必要な期間が見えてきます。従って、いきなり被害と

いう答えを出さなくても、ハザードと社会資産の情報を組み合わせれば多くのことが見え

てくる可能性があります。 
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 500 枚の地図をカテゴリー別に整理しました（図表３２）。例えば原子力発電所の爆発事故

を受けて、避難指示エリアにおける建物棟数を見た地図もあります（図表３３）。避難指示

エリアはどの地域に及んでいるのか、平野の部分に多いのか、山間部に多いのかというこ
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とは、衛星写真を見ると分かります（図表３４）。また、行政界でどこが重なっているのか

を見たり、対応資源がどのような配置の中に位置しているのかを見ることもできます。一

つの地図であっても背景図を変えることで表す意味が変わってくるのです。 

 計画停電によって、一体どの地域がいつ停電するのかを見ることもできます。当時は表

形式で公開されており、実際に該当するかどうかが分からない場合もありました。ただ、

自分がいる場所と計画停電が実施される場所を地図で照らし合わせ、停電する可能性があ

るか、あるとすればいつなのかということが見て取れるようにしました（図表３５）。 

 全地域における揺れと、そこに建物があったのかということを可視化した分布図も作り
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ました（図表３６）。白抜きになっているのは家が建っていない山間部なので、たとえそこ

が大きく揺れても被害は出ませんが、家が建っている場所が揺れればもちろん被害が発生

する可能性があります。当時は津波と液状化の問題で沿岸部だけが着目されていましたが、

建物が建っている宮城県北部と岩手県南部にも実は揺れが集中しており、内陸にもかなり

の被害があることが当時から想定できていました。実際に岩手県では、外の人はなかなか

岩手を見てくれない、忘れ去られているという不満の声が聞かれましたが、そこの被害に

着目できる地図もあったのです。 

 ほかにも、どのような地域にどの法が適用されているかを可視化したり、標高の低いと

ころにある建物棟数を推計して津波被災量を推測したりしました（図表３７）。さらに、ど

こでどれくらいの方が亡くなっているのか、どこでどれくらいの家屋が倒れているか、火
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災が発生しているのかといった実被害も被害報をもとに可視化しました（図表３８）。 

 津波が引くと、たくさんの場所で孤立者が発生します。ヘリで飛んでも、孤立者全てを

見ていけるわけではありません。そこで、さまざまなマスメディアが流す報道をかき集め

てきて場所を特定し、どこで何人くらいの人が孤立しているかを可視化した地図を作りま

した（図表３９）。発災当時にあった建物の場所をグレーで示したところ、建物は沿岸にた
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くさん建っているはずなのに、発見された孤立者は非常に少ないことが分かりました。そ

うすると、孤立している場所を見落としている可能性が考えられ、孤立者を救うだけでは

なくて孤立者が残っていないかを重点的に見るという対応ができるようになります。 

 そのほかにも、避難所の発生、電力復旧状況、上水道普及状況、ガス復旧状況（図表４０）

を日ごとに追い掛けて、復旧が終わった地域とまだ復旧していない地域を把握する基礎レ

イヤとして情報を作ることもしました。実際にそこまでできると、先ほどの避難所の地図
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と上水道の復旧状況を重ね合わせて（図表４１）、「どうもこの地域はまだ戻っておらず、避

難所がたくさんある」「インフラは戻っているから、避難所は解消してもいいのではないか」

という話もできます。 

 輸送拠点を地図に落とし、どの地域に道路が通っていて、 終的にどの地域に救援物資

が届き得るかを可視化した地図も作りました（図表４２）。道路状況、救援物資が送られて

いる地域、避難所の場所を重ね合わせると、どのルートを通ればものが届けられるか、ど

の地域には届けられないかということが可能性として分かります。 

                             

４１  

４２  



25 

 救援物資の投入状況も地図にしました（図表４３）。外から送られてくるどんな種類のも

のがどの地域にどれくらい届いているのかということを現場のニーズと照らし合わせると、

何が足りていて、何が不足しているかが分かります。 

 

6.データ構築の実情 

 地図を作る上での基本は、データの構築です。もちろん他者が作ったデータをもらうこ

ともありますが、われわれが独自で持っている情報は地図の情報として整理していかなけ

ればいけません。 

 今や誰もが携帯電話を持っており、家でもインターネットが使われています。行政間で

は、電子メールは頻繁にやり取りされていますが、セキュリティ上の問題があるために電

子ファイルのやり取りはあまり好まれません。いまだに印刷したものを、ファクスを通し

て相手方に送り届けているのです。そのため、せっかくのデジタルデータがアナログに変

わり、紙から直接情報を取り出さなければいけなくなっています。Word や Excel を印刷し

たものもありますが、殴り書きしたような情報も集まってきます。さらにいろいろな機関

から情報が集まってくるので、紙の山ができ、そこから必要な情報を取り出して情報化を

しなければいけないのが現状です。 

 もちろん Excel で情報整理をしているところもありますが、内容を見てみると、データ

を管理できるようなものになっていません。行と列が四角くマトリックス状のデータで整

理されているというよりは、どちらかというと印刷したときにきれいに見えることを目的
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としたものになっています（図表４４）。例えば幾つかセルをつなげたり、取り消しという

意味で斜線を入れたり、「同上」「〃」と書いたりしたものが多いのです。欄外に注意事項

を書いたり、吹き出しで絵を描いたり、さまざまなことをされている Excel がたくさんあ

ります。確かに印刷すれば理解できますが、例えば順番が入れ替わってしまうと「同上」

の意味は全く変わってしまうので、データとして使えなくなります。 

 このせいで、Excel をもらってもなかなかすぐには地図化できません。そもそもの「デ

ータ化する」という第 1ステップの段階でこけてしまうこともあります。 

 これは当時にウェブ上で公開されていた避難所における避難者数の情報です。機関ごと

に異なる表形式で情報を出していることもありました（図表４５）。岩手県、宮城県、茨城

県、福島県で様式が違い、避難者の実際の名前、名簿をそのまま上げていたりすると、ど
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の地域に何人いるか数えるのも困難です。同じ災害を受け、避難者への支援という同じ目

的を持っているにもかかわらず、それぞれの行政機関から出てくる情報の様式が全部ばら

ばらなのです。その状態で情報の取り方を統制しようとしても、時間を追うごとに形態を

変えてしまうことがあるので、なかなか捕捉しきれません（図表４６）。そうするとデータ

が出来上がらないので、その後の状況の可視化などにつなげることができないという非常

に大きな課題も見えてきました。 

 しかし、情報の統制を取ることさえできれば、新しい情報も出せるし、地図にもできる

し、その後も活用できるので、われわれは項目を全部整理して、避難所避難者数データベ

ースという様式と当時の実際の数を残しています（図表４７）。行政間である程度統制を取

っていただけると、情報が横にも縦にも使えるので、様式の標準化が非常に重要です。 

                             

４６  

４７  



28 

 

7.クラウド型空間情報基盤を活用した情報流通・活用の可能性 

 世の中にはクラウドと呼ばれているシステムがあり、いろいろな情報がウェブで扱われ

ています（図表４８）。地図を管理するところや、情報処理のツールを管理する仕組みもあ

ります。ユーザーサイドから問い合わせが来ると、それに応えて返答してくれるようにな

っています。いろいろな機能が横につながってウェブ上にあるような仕組みがどんどん構

築されつつあります。 

 内閣府の EMT で、発災直後から約 1カ月半、国レベルでどのような状況にあるかを見て

きました。今の状況と理想の状態の比較を取ると、シミュレーションなどのような推定で

補完していかなければいけないことが分かります（図表４９）。社会が受けた被害の実際が
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見えない中では、シミュレーションで補完するのはいい方法です。 

 一方で、少し安定してくると情報がたくさん出てきます。そうすると、必要な情報を選

抜していき、可視化するようなフェーズになります。その後、さらに落ち着いてくると、

どんどん収束に向かい、混乱していた立ち上げの応急期から少しフェーズが変わっていき

ます。そのときには全体を俯瞰するというよりは、どちらかというと、復旧・復興過程で

大きな課題となっている被災者個々の世帯や個人がいったいどのような状況にあるか、具

体的に個別に見ていかなければなりません。そのように各フェーズでは情報の質や粒度、

見るべき対象がどんどん変わってきます。 

 そうなってくると、国レベルでつくった情報を地方自治体が活用するためには少し粗か

ったりします。そこで、市町村や県が持っている精度の高い情報、細かな内容の濃い情報

を組み合わせていくと、さらに中身が詰まっていき、自分たちも情報を使っていけるよう

になります（図表５０）。このように、クラウドという仕組みの中で、情報流通、情報運用

ができる可能性があります。 

 ただし、保持している情報を何でもかんでも公開することはできません。そこで、公開

してもいい部分については公開し、自分たちで閉じておきたい情報はプライベートな場所
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で持つことができるという組み合わせができるようになってきています（図表５１）。 

 国が作った情報を載せ、そこに県が持っている細かな情報を加えたり、マッシュアップ

をすると、鳥の目だった地図が現場に根付いた虫の目線まで降りてきて、そこで情報活用

し、それぞれの状況認識の統一ができるという仕組みになっていきます（図表５２） 
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8.応急仮設住宅 

 国交省が今年 5月ごろに発表した情報を基に表を作りました（図表５３）。岩手県では約 

300 棟の仮設団地と約 1万 3000 戸の仮設住宅が造られました。宮城県では 400 棟、福島県

では 180 棟の団地が造られました。全国では 913 棟の団地と 5万 3000 戸の仮設住宅が建設

されました。このように、住宅の数だけでも膨大ですから、入居者数はさらに膨大になっ

ています。 

 応急仮設住宅は一般的には公的な空き地などに造られます。しかし、事前からそのため

の土地を持っていたり、整備してあるということは恐らくないでしょう。要は発災後、空

いている場所にどんどん造っていくのが仮設住宅建設の実態です。実際に岩手県宮古市に

あるグリーンピアという仮設住宅団地は、ぎゅうぎゅう詰めに建っています（図表５４）。
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どこに造られているかがあらかじめ分かっていれば、どこに支援すればいいかが分かりま

すが、実際は応急仮設住宅の状況はなかなか見て取れません。 

 応急仮設住宅の建設場所を見てみると、沿岸部分にも造られています（図表５５）。人は

もともと住んでいた場所の近くにいたいと思うものなので、沿岸部に偏っているのは仕方

がありませんが、遠く離れた内陸にもぽつんと仮設住宅が造られています。実際の人口密

度を重ねてみると、本当に人口が多いところにたくさん造られているのかが確認できます。

そうすると、平時に受けられていた生活サービスから被災者が切り離されている可能性も

見えてきます。 

 岩手県で実際に使われた地図をお借りしました（図表５６）。どこにどれだけ仮設住宅が

造られたのかということと、医療福祉サービスがどこで運用・提供されているのかという
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ことを可視化したところ、たくさん人が住んでいるにもかかわらず医療サービスが遠いこ

とが見えてきました。このような地図は、協議にも使ってもらえます。 

 これを印刷すると、岩手県には非常に長い三陸海岸があるので、何十枚という地図を作

らなければいけません。しかし、ウェブ上で検索がかけられるようにすると、自由に好き

な地域を見に行けますし、ズームアウトして全体を俯瞰することもできます。実際にウェ

ブ上でいろいろな地域の状況を可視化し、議論がなされました。 

 また、多くの仮設住宅は津波の被災地域には造れません。そうすると、どうしても山間

部に造られることになります（図表５７）。ここで、山は大雨になると土砂災害と隣り合わ

せであることを失念してはいけません。実際に仮設住宅の場所と土木関連部署から提供さ

れ土砂災害危険区域のデータを重ね合わせると、両者が非常に密接にあることが見て取れ

                             

５７  



34 

ました（図表５８）。つまり、非常に危ない地域に建っている可能性が高いということです。

仮設なので仕方がないという話もあるかもしれませんが、実際にそこで人が生活を営んで

いるわけですから、非常に大きな問題です。これはなかなか世の中に公開されず、内部で

非常に議論を生んだ地図でした。 

 そうこうしているうちに、残念ながら、5月 4日に大雨が降って法面崩壊などが起こり、

仮設住宅に住めなくなりました（図表５９）。そうすると、入居していた被災者がもう一度

新たな生活の場所を探して移動するので、被災者にとっても大きな負担ですし、対応する

行政側も非常に大変です。このことは、前から地図で見ておけば先読みできた可能性があ

ったので、非常に残念です。 
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9.目指すべき情報流通の形 

 このように、緊急地図作成チームは発災直後からさまざまな情報をクラウド上で組み合

わせてマッシュアップし、さまざまなニーズに応え、一歩先を見て、それを可視化してお

伝えしてきました。しかし、クラウドがあれば何でもできるということではなく、クラウ

ドがあればそのような仕掛けに接するための良いきっかけづくりになるということにしか

すぎないと考えています（図表６０）。クラウドは一般人に使いやすいように、非常にシン

プルな 低限の機能だけで 低限のことができるようにしているので、きっかけとしては

非常にいいものですし、広い意味で使いやすいのですが、それで全ての望みを叶えられる

わけではありあません。もっと複雑なこと、もっと細かなことをしたい場合は、それぞれ

別のシステムが必要になってくるでしょう。それは結局、目的や局面によって使い分けて

いかなければいけないと考えています。そのような認識を持ってご活用ください。 

 しかし、忘れてはいけないことは、その基盤の上でどう情報を連携させるか、どう次の

目的につなげていくかということです。それを使った運用方法や、様式の統一、用語や運

用ルールの統一は、現段階ではなかなかされていません。課題があるとすぐ技術論に話が

行きますが、運用する側としては、人としてどう活用するかということについても議論が

進められ、知見がたまっていって運用モデルにつながり、基盤がうまく連携して、情報流

通、情報活用が促進されればと願っています。 

 500 枚全ての地図はお見せできませんでしたが、URL にアクセスしていただくか、Google
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で「Emergency Mapping Team」と検索していただければサイトに飛びます（図表６１）。こ

ちらではさまざまな PDF の地図が閲覧できたり、ウェブ上で GIS を使ってみることもでき

ますので、ぜひ参考にしてください。 

 

質疑応答 

 

（長尾） 図表４９の右側に入っている数字の意味を教えてください。 

 また、私ども新潟県では災害後、緊急地図作成チームに入っていただいて非常に助かり

ました。今後、大災害があった場合、緊急地図作成チームはどこに入っていく方向で検討

されていますか。 
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（井ノ口） 一つ目のご質問にあった数字は、EMT の活動を通して作成した 500 枚の地図

のうち、何枚がそれぞれの目的で作られたかを表しています。1 カ月半が過ぎてからの状

況を振り返って数を示しているので、実被害の情報に関する地図の枚数や、対応の結果ど

うなったのかというものについての可視化が多くなっていますが、推定被害についての地

図は 40 種類近く作成しています。 

 二つ目のご質問ですが、理想としては EMT のようなチームが全国にいて、発災地域内か

あるいはその近くチームが音頭を取って活動できればいいと考えています。一方で、情報

についてはクラウドベースで準備できていれば、被災地内の情報を外の人が代わりにして

作ることもあり得ます。 

 物理的に拠点を置くのであれば、全国に知見を還元して人材を育成することが理想です。

情報基盤の連携としては、一つの大きなプラットフォーム上でみんなが情報を入れたり出

したりしながら支援できる形も考えていかなければいけません。どこかと問われると明確

には答えられませんが、行政もそれぞれ地図作成の機能を持っていただければ全体が円滑

に回るのではないでしょうか。 

 

（田代） 今年 8月、IT 戦略本部から「電子行政オープンデータ戦略」が出ました。これ

に基づいて、政府が持っているデータをどのように公開していこうかと検討を始めていま

す。 

 いろいろ地図のデータを見せていただき、さまざまなデータを PDF でダウンロードでき

るようにしていて非常に素晴らしいと思いますが、われわれがオープンデータを検討する

ときに一つの障害として認識されているのは、例えば政府でお金を出して作ったデータで

も、安く上げるために用途制限がかけてあって、データ作成時に想定されていなかった使

い方をする場合は、もう一回著作権上のクリアを取り直さなくてはいけないことです。例

えば国土地理院のウェブで出しているデータなども二次利用には制限がかかっていると思

いますが、自由に再利用する形で出していこうという掛け声がある一方で、自由に再利用

させられるように出そうとすると、さまざまな権利関係の障害があるということも発覚し

ています。技術的な問題以上に、こちらの方の問題が大きいのではないかと思うのですが、

このようなデータを公開していくに当たってそこはどのようにクリアされたのでしょうか。 
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（井ノ口） おっしゃるように、非常に問題だと思います。少し話を戻しますが、津波に

より浸水した地域の情報は確か国土地理院からも出ましたが、住宅地図以上レベルで重ね

てもらうと困ると言われました。時間がない中で、粗く境界線引いてしまったので、細か

くすると境界が実態と合わない可能性があるため、使ってほしくないということだったの

です。ですから、いろいろな制約が実際にかかります。それでも、現場では多少粗くても

いいから使いたいと言っており、ニーズは非常に高いのです。 

 著作権に関しては、われわれは協議会をつくり、そこにデータを出してもらって、その

中で認められればみんなで使ってもいいようにしました。権利ごとを渡す形を取ったので

す。中越沖地震のときに、EMC についてもデジタルデータ利活用協議会をつくり、各市町

村や県からもらったデータを協議会に預けて、審議でオーケーが得られれば、その目的で

使っていいという体制を取りました。それを嫌がって出されないことも実際にあるとは思

いますが、災害が起きた後に、目の前にある情報が使えると分かっているのに利用制限の

関係で使わないということは、実際問題としてはなかなかできないでしょう。従って、協

議会を設けるのも一つの手ですし、利用範囲を広げることも一つなのかもしれません。 

 ただ、用途範囲については、災害前から全て列挙しておいて、「このために使える」と言

うことは恐らく不可能です。実際に災害が起きると、それぞれ様相は違いますし、出てく

る課題も時代の変化とともに変わってきますので、前もって用途を決めて、その範囲だけ

で利用するということには限界があります。従って、例えば「その他」「等」などと表示し

ていただくことが実際的な答えかと思います。具体的に「これ一発でいけます」という答

えがあるわけではありませんが、そのように考えています。 

 

（林） 実際に、あるところに断られてリンクを外したこともあります。ホームページの

利用規約には、出した以上、社会に対して二次利用を許可していると認識すると書いてお

り、出した以上は使われても文句を言えないというのが私たちの基本的なスタンスですが、

使う側は著作権をリスペクトしましょうと呼び掛けています。私たちは使用権と著作権を

分けて考えています。出されてしまえばダウンロードも何でもできます。それが嫌だとい

うのなら、出さなければいい。しかし、著作権はリスペクトしますから、使う側には出ど

ころを明示してもらいたいと思っています。 

 それから、出す側が勝手に目的を決めるべきではないと私たちは考えています。使い方

は自己責任です。使って失敗しようがうまくいこうが、それは使っている側の問題であっ
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て、情報を出した側には一切瑕疵はないようにしようと作りました。基本はこれでいかざ

るを得ないと思っています。 

 これに賛同できないところは、これからどんどん落ちていくでしょう。しかし、これに

載せられることを意識して、例えばお金を取ったり契約などをしていく必要はあると思っ

ています。それが今回、この 3日間で行う一番の意義です。技術の問題ではありません。

どうさばいていくかの問題で、あとは意識がかなり大きいのです。 

 それから、EMT は四十数日でやめているのがいい点です。ですから、その後は新しいも

のはできません。プロダクツとして残るようにしておけば、それは研究者には意味がある

かもしれないし、自治体の参考にはなるかもしれませんが、地図そのものが役に立つわけ

ではありません。これはあくまでも歴史の遺物のようなものなので、そのように割り切っ

てしまうことが大事だと認識しています。 

 

（古越） これからわれわれも被害想定を幾つか行わなければいけないと思っています。

その中で、マッシュアップを当初から考えてやっておいた方がいいのだろうかと、今のお

話を伺って考えました。そうすると、例えばブラックボックス化しないで、データを全部

電子データとして公開することも必要になるかと思いますが、 低限必要だと思われるも

のは何でしょうか。 

 また、様式の統一化の話がありましたが、災害等で必要なもので整理されたと思うので、

地図を作るために必要な項目をもし何かの情報でいただければ、それに基づいて 初から

様式を作れると思います。 

 

（井ノ口） 一点目の被害想定についてですが、今回、東日本大震災で受けた思いとして

は、このようなパターンだったらどこにどう津波が来るかという GIS データはありません

でした。それに加えて、例えば県ごとに処理していると、全く違うモデルになる可能性も

あると思います。そのような意味で、その統一と、例えば津波がどう来るかというハザー

ドは要るでしょう。 

 ただ、被害を推定する段階で基盤となるような情報は、関係企業からお借りしました。

無償で貸していただいたのです。それを集めたり、それを使える形に整備することは結構

大変なので、計算の基礎となるようなものと、計算結果のレイヤを持つことが非常に重要

だと思います。 
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 二つ目のご質問について、様式の統一は非常に大切で、やらなければならないと思いま

す。幾つかの様式の整備は進んでいます。なかでも進んでいるものは避難者数や避難所に

関する避難者数を管理するための様式です。その意味では、次の災害が発生した際には、

大概の場合標準的に使えるだろうと考えています。去年は、こういう項目で管理するのが

よいと示された論文が発表されました。実際に東日本大震災で作ったデータを基にこうい

う項目が要る、様式はこれがいいという情報は研究成果として上がっているので、ぜひご

活用ください。それ以外の様式については、随時検討させていただければと思います。 

 

 

 


